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監事及び会計監査人の意見 
１．独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号） 
第３８条第２項の規定による財務諸表及び決算報告 
書に関する監事の意見書     ９ 
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決算報告書
平成１７事業年度

（自平成１７年４月１日　至平成１８年３月３１日）

（一般勘定） （単位：円）

区　分 予算額 決算額 差　額 備　考

収入

　　運営費交付金 16,034,049,000 16,034,049,000 0

　　施設整備費補助金 1,392,000,000 1,261,705,541 △ 130,294,459

　　その他の補助金等 188,500,000 59,580,753 △ 128,919,247 事業実績の減のため

　　借入金等 550,000,000 470,138,000 △ 79,862,000 高度化貸付の減のため

　　貸付等回収金 75,125,000,000 82,919,554,415 7,794,554,415 繰上償還及び出資分配金の増のため

　　貸付金利息 5,648,000,000 5,166,578,709 △ 481,421,291 繰上償還の増のため

　　業務収入 1,798,661,000 1,760,543,325 △ 38,117,675

　　運用収入 1,487,949,000 1,847,098,805 359,149,805

　　受託収入 827,891,000 619,157,010 △ 208,733,990 事業実績の減のため

　　その他収入 116,587,000 402,007,501 285,420,501 消費税還付金の増のため

計 103,168,637,000 110,540,413,059 7,371,776,059

支出

　　業務経費 27,068,224,000 26,297,746,711 △ 770,477,289 事業実績の減のため

　　貸付金 20,000,000,000 11,035,935,000 △ 8,964,065,000 高度化貸付の減のため

　　出資金 36,800,000,000 14,431,752,235 △ 22,368,247,765 出資実績の減のため

　　受託経費 769,133,000 985,185,806 216,052,806 事業実績の増のため

　　借入金等償還 17,289,000,000 17,224,770,000 △ 64,230,000 高度化貸付に係る借入金償還の減のため

　　支払利息 533,095,000 439,690,446 △ 93,404,554

　　一般管理費 736,372,000 1,198,478,243 462,106,243

計 103,195,824,000 71,613,558,441 △ 31,582,265,559

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要

（１）貸付等回収金及び貸付金は、貸借対照表の事業貸付金等の当期減少額及び当期増加額です。

（２）運用収入は損益計算書上、資産運用収入及び財務収益に含めて表示しております。

（３）一般管理費については、損益計算書上の一般管理費から支部業務総括課等に要した経費を除いた額を計上しております。
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決算報告書
平成17事業年度

（自平成１７年４月１日　至平成１８年３月３１日）

（産業基盤整備勘定） （単位：円）

区　分 予算額 決算額 差　額 備　考

収入

　　業務収入 148,621,000 144,855,165 △ 3,765,835 債務保証料収入の減等

　　運用収入 349,555,000 350,376,255 821,255

    その他収入 658,000 5,374,376 4,716,376 違約金収入の発生等

計 498,834,000 500,605,796 1,771,796

支出

　　業務経費 169,132,000 133,042,102 △ 36,089,898 経営基盤強化業務費の減

　　出資金 225,000,000 0 △ 225,000,000 出資なし

　　代位弁済費 558,000,000 341,710,493 △ 216,289,507 保証履行額の減

　　一般管理費 17,282,000 19,033,107 1,751,107 管理部門に係る経費負担の増

計 969,414,000 493,785,702 △ 475,628,298

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要

（１）業務収入は、損益計算書の債務保証料収入の額に求償権の回収額を加算した額を記載しております。

（２）代位弁済費は、保証債務の履行金額を記載しており、貸借対照表の求償権に記載しております。

（３）一般管理費については、損益計算書上の一般管理費から支部業務総括課等に要した経費を除いた額を計上しております。
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（施設整備等勘定） （単位：円）

区　分 予算額 決算額 差　額 備　考

収入

その他の補助金等 31,179,000 31,175,000 △ 4,000

　　政府出資金 2,300,000,000 1,348,000,000 △ 952,000,000 出資対象の施設整備費が少なかったため

貸付回収金 6,506,700,000 6,689,622,000 182,922,000 繰上償還に伴う回収の増加等

貸付金利息 219,739,000 246,459,693 26,720,693 貸付金の回収の増加に伴うもの

業務収入 1,871,851,000 1,774,491,041 △ 97,359,959 工場等賃貸収入が見込みより少なかったため

運用収入 107,000 7,100,493 6,993,493

受託収入 504,733,000 333,958,000 △ 170,775,000 地方公共団体からの受託事業が減少したため

その他収入 169,557,000 915,743,932 746,186,932 関係会社株式の売却収入等によるもの

計 11,603,866,000 11,346,550,159 △ 257,315,841

支出

業務経費 5,124,126,000 3,458,557,201 △ 1,665,568,799 施設整備費が翌年度へ繰り越したこと等による減

受託経費 501,000,000 333,958,000 △ 167,042,000 地方公共団体からの受託事業が減少したため

借入金等償還 1,772,995,000 1,772,995,000 0

支払利息 248,157,000 239,565,294 △ 8,591,706 新規の借入を行わなかったため等

一般管理費 153,076,000 131,611,914 △ 21,464,086 管理部門に係る経費負担の減

計 7,799,354,000 5,936,687,409 △ 1,862,666,591

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要

　（１）業務収入のうち産業用地等の売却収入は、損益計算書上、契約額を計上していますが、決算額は入金額を計上しております。

　（２）一般管理費については、損益計算書上の一般管理費から支部業務総括課等に要した経費を除いた額を計上しております。

決算報告書
平成１７事業年度

（自平成１７年４月１日　至平成１８年３月３１日）

－ 3 －



決算報告書
平成１７事業年度

（自平成１７年４月１日　至平成１８年３月３１日）

（小規模企業共済勘定） （単位：円）

区　分 予算額 決算額 差　額 備　考

収入

運営費交付金 4,546,314,000 4,546,314,000 0

貸付回収金 452,218,163,000 389,518,628,995 △ 62,699,534,005 貸付規模の減等

貸付金利息 6,262,395,000 5,382,958,057 △ 879,436,943 貸付規模の減等

業務収入 492,624,736,000 504,375,181,630 11,750,445,630 在籍件数の増等

運用収入 94,543,379,000 383,346,351,728 288,802,972,728
信託資産の時価評価による評
価益等

その他の収入 5,860,000 1,358,708,474 1,352,848,474
未払給付金の雑収入計上に伴
う増等

計 1,050,200,847,000 1,288,528,142,884 238,327,295,884

支出

業務経費 620,639,993,000 557,453,356,234 △ 63,186,636,766 解約件数の減等

貸付金 473,768,000,000 416,266,690,000 △ 57,501,310,000 貸付規模の減

支払利息 39,948,000 29,034,181 △ 10,913,819

一般管理費 131,477,000 169,070,688 37,593,688 管理部門に係る経費負担の増

計 1,094,579,418,000 973,918,151,103 △ 120,661,266,897

（注）損益計算書の計上金額と計算金額の集計区分の相違の概要

（１）貸付回収金及び貸付金は、貸借対照表の事業貸付金の当期減少額及び当期増加額です。

（２）運用収入は損益計算書上、資産運用収入及び財務収益に含めて表示しています。

（３）一般管理費については、損益計算書上の一般管理費から支部業務総括課等に要した経費を除いた額を計上しています。
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決算報告書
平成１７事業年度

（自平成１７年４月１日　至平成１８年３月３１日）

（中小企業倒産防止共済勘定） （単位：円）

区　分 予算額 決算額 差　額 備　考

収入

運営費交付金 1,707,532,000 1,707,532,000 0

貸付回収金 82,714,363,000 81,029,587,578 △ 1,684,775,422 貸付規模の減等

貸付金利息 267,040,000 271,829,282 4,789,282

業務収入 51,781,455,000 43,498,101,752 △ 8,283,353,248 加入件数の減等

運用収入 2,691,677,000 2,828,711,652 137,034,652 運用可能資産の増等

その他の収入 5,009,000 460,562,932 455,553,932 未払給付金の雑収入計上に伴う増等

計 139,167,076,000 129,796,325,196 △ 9,370,750,804

支出

業務経費 41,617,806,000 42,361,976,242 744,170,242 解約手当金単価の増等

貸付金 57,324,550,000 48,023,000,000 △ 9,301,550,000 貸付規模の減

支払利息 101,266,000 86,955,424 △ 14,310,576

一般管理費 113,166,000 153,277,257 40,111,257 管理部門に係る経費負担の増

計 99,156,788,000 90,625,208,923 △ 8,531,579,077

（注）損益計算書の計上金額と計算金額の集計区分の相違の概要

（１）貸付回収金及び貸付金は、貸借対照表の事業貸付金の当期減少額及び当期増加額です。

（２）運用収入は損益計算書上、資産運用収入及び財務収益に含めて表示しています。

（３）一般管理費については、損益計算書上の一般管理費から支部業務総括課等に要した経費を除いた額を計上しています。
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（工業再配置等業務特別勘定） （単位：円）

区　分 予算額 決算額 差　額 備　考

収入

業務収入 5,665,283,000 7,938,182,555 2,272,899,555 産業用地等の売却収入が増加したため

運用収入 2,975,000 51,398,260 48,423,260

受託収入 323,587,000 284,627,419 △ 38,959,581 地方公共団体からの受託事業が減少したため

その他収入 365,704,000 296,024,367 △ 69,679,633 産業用地の賃貸に伴う受入保証金の減少等

計 6,357,549,000 8,570,232,601 2,212,683,601

支出

業務経費 4,077,668,000 2,866,731,352 △ 1,210,936,648 産業用地等造成費が少なかったため

受託経費 321,194,000 282,630,613 △ 38,563,387 地方公共団体からの受託事業が減少したため

借入金等償還 25,857,000,000 25,857,000,000 0

支払利息 1,504,468,000 1,811,690,425 307,222,425 繰上償還に伴う支払補償金の増加等

一般管理費 232,418,000 249,657,659 17,239,659 管理部門に係る経費負担の増

計 31,992,748,000 31,067,710,049 △ 925,037,951

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要

　（１）業務収入のうち産業用地等の売却収入は、損益計算書上、契約額を計上していますが、決算額は入金額を計上しております。

　（２）一般管理費については、損益計算書上の一般管理費から支部業務総括課等に要した経費を除いた額を計上しております。

決算報告書
平成１７事業年度

（自平成１７年４月１日　至平成１８年３月３１日）
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（産炭地域経過業務特別勘定） （単位：円）

区　分 予算額 決算額 差　額 備　考

収入

その他の補助金 540,000 409,512 △ 130,488

　　借入金等 1,000,000,000 0 △ 1,000,000,000 新規の借入を行わなかったため

　　貸付等回収金 1,145,184,000 1,456,009,221 310,825,221 回収金が増加したため

貸付金利息 100,666,000 108,186,364 7,520,364 回収金が増加したため

業務収入 1,337,488,000 2,215,774,497 878,286,497 土地売却収入が増加したため

運用収入 3,621,000 2,209,106 △ 1,411,894

その他収入 11,204,000 35,326,147 24,122,147 敷金戻入による収入等が発生したため

計 3,598,703,000 3,817,914,847 219,211,847

支出

業務経費 2,073,751,000 2,421,184,075 347,433,075 補助金返還による支出が発生したため

借入金等償還 6,856,812,000 6,856,812,000 0

支払利息 638,503,000 599,987,632 △ 38,515,368 新規の債券発行を行わなかったこと等による減少

一般管理費 93,937,000 96,380,410 2,443,410

計 9,663,003,000 9,974,364,117 311,361,117

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要

（１）業務収入のうち工場用地等の売却収入は、損益計算書上、契約額を計上していますが、決算額は入金額を計上しております。

（２）一般管理費については、損益計算書上の一般管理費から支部業務総括課等に要した経費を除いた額を計上しております。

決算報告書
平成１７事業年度

（自平成１７年４月１日　至平成１８年３月３１日）
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決算報告書
平成１７事業年度

（自平成１７年４月１日　至平成１８年３月３１日）

（出資承継勘定） （単位：円）

区　分 予算額 決算額 差　額 備　考

収入

　　業務収入 715,000,000 1,014,239,267 299,239,267 ﾍﾞﾝﾁｬｰﾌｧﾝﾄﾞの分配等による収入があったため

　　運用収入 403,000 706,847 303,847 運用に係る利息収入の増

　　その他収入 220,000 407,691 187,691 雑収入等があったため

計 715,623,000 1,015,353,805 299,730,805

支出

　　業務経費 48,767,000 47,192,616 △ 1,574,384 経営基盤強化業務費の効率的使用

　　出資金 1,029,000,000 527,500,000 △ 501,500,000 ﾍﾞﾝﾁｬｰﾌｧﾝﾄﾞのｷｬﾋﾟﾀﾙｺｰﾙの減

　　一般管理費 6,292,000 7,289,272 997,272 管理部門に係る経費負担の増

計 1,084,059,000 581,981,888 △ 502,077,112

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要

（１）業務収入は、ベンチャーファンドの分配金収入と株式の売却収入を加算した額を記載しております。

（２）出資金は、ベンチャーファンドに対するキャピタルコールの支出額を記載しております。

（３）一般管理費については、損益計算書上の一般管理費から支部業務総括課等に要した経費を除いた額を計上しております。
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